
2023年 12月 25日 

キユーピー株式会社 

 

取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うにあたっての 

方針と手続き 

 

１．取締役候補者選任方針 

  当社取締役会は、株主の負託に応えるため、理念を尊重し、会社の持続的成長と中長期的な企業価

値の向上を促し、収益力・資本効率等の改善を図る責務を負っています。取締役の選任については、

以下の基準を定め、その責務を果たし得る人物を候補者として選任します。 

  （社内取締役） 

   １）当社の理念を尊重し、その価値を体現できること 

   ２）当社グループの事業について国内外の市場動向に豊富な知見を有していること 

   ３）当社グループの経営の方向付けに資する客観的経営判断能力と業務執行能力に 

優れていること 

  （社外取締役） 

   １）経営、法曹、海外、人材活用、ＥＳＧ等の多様な分野で指導的な役割を果たし、 

豊富な経験や専門的知見を有していること 

   ２）当社の理念、事業に高い関心を持ち、適時適切に社内取締役に対する意見表明や 

指導・助言、監督を行う能力を有すること 

   ３）当社社外取締役としての職務遂行を行うための十分な時間が確保できること 

 

２．監査役候補者選任方針 

  監査役は、株主の負託に応えるため、当社の業務運営につき法令・定款に違反する事態を未然に防

止し、当社グループの経営の健全性と社会からの信用の維持向上に努める責務を負っています。監

査役の選任については、以下の基準を定め、その責務を果たし得る人物を候補者として選任します。 

（社内監査役） 

   １）当社の理念を尊重し、その価値を体現できること 

   ２）公正不偏の立場を保持し、監査業務を遂行できる能力を有していること 

   ３）当社グループの業務全般を把握し、経営課題を提起できること 

  （社外監査役） 

   １）経営、会計、法曹、海外、人材活用、ＥＳＧ等の多様な分野で指導的な役割を果たし、 

豊富な経験や専門的知見を有していること 

   ２）当社の理念、事業に高い関心を持ち、客観的・公正な視点で取締役に対する意見表明や 

指導・監督を行う能力を有すること 

３）当社社外監査役としての職務遂行を行うための十分な時間が確保できること 

 

３．執行役員候補者選任方針 

当社では、取締役・執行役員の役割分担、権限委譲を進め、経営の効率化、意思決定と業務執行の



迅速化を図ること、会社の競争力を強化し、業績の向上を期すること、次世代の経営者を育成する

ことを目的として、執行役員制度を導入しております。その選任については、以下の基準に従って

選任します。 

１）豊かな業務経験を有すること 

２）指導力、統率力、行動力に優れていること 

３）経営感覚が優れていること 

４）執行役員にふさわしい人格、識見を有すること 

５）心身ともに健康であること 

 

４．役員候補者等の指名手続き 

  取締役、監査役および執行役員の各候補者の指名については、指名・報酬委員会（委員の半数以上

が後記の「独立性基準」を充足する社外役員であり、かつ社外取締役が委員長を務める取締役会の

諮問機関）に付議した後、取締役会において審議・決定します。 

なお、監査役候補者については、会社法の定めに基づき、株主総会への選任議案に関する監査役会

の同意を得ることとします。 

 

５．執行役員解任の方針と手続き 

当社取締役会は、次の各号の一つに該当する場合に、当該執行役員（社長以下の役付執行役員を含む。

本項において以下同じ）に辞任を求め、または解任することができます。執行役員の解任に当たっては、

指名・報酬委員会に付議した後、取締役会において審議・決定します。 

１）執行役員として、不正、不当、背信、背任行為があったとき 

２）執行役員としての適格性を欠くとき 

３）執行役員の職務遂行の過程またはその成果が不十分であり、かつ取締役会が本人を引続き執行役

員としての職務におくことが不適当であると判断したとき 

４）その他執行役員としてふさわしくない行為または言動があったとき 

 

６．社外役員の独立性基準 

  会社法に定める社外取締役、社外監査役の独立性については、株式会社東京証券取引所が定める独

立役員の要件に加え、以下の各号の該当の有無を確認のうえ、独立性を判断します。 

   １）当社の大株主（直接・間接に１０％以上の議決権を保有する者）またはその業務執行者 

（※１） 

   ２）当社グループを主要な取引先とする者またはその業務執行者である者（※２） 

   ３）当社グループの主要な得意先またはその業務執行者である者（※３） 

   ４）当社グループの主要な借入先の業務執行者である者（※４） 

   ５）当社の会計監査人の代表社員または社員 

   ６）当社から役員報酬以外に１事業年度当たり１千万円を超える金銭その他の財産上の利益を得

ているコンサルタント、弁護士、公認会計士等の専門的サービスを提供する者 

   ７）当社グループから１事業年度当たり１千万円を超える寄付を受けている者またはその業務執

行者である者 



   ８）過去３事業年度において、上記１）から７）のいずれかに該当していた者 

   ９）上記１）から８）のいずれかに該当する者が重要な者である場合において、その者の配偶者

または２親等以内の親族（※５） 

  １０）前各号の他、当社と利益相反関係が生じうるなど、独立性を有する社外役員としての職務を

果たすことができない特段の事由 

 

  ※１ 業務執行者とは、業務執行取締役、執行役、執行役員その他の使用人等をいう 

  ※２ 当社グループを主要な取引先とする者とは、その取引先の連結売上高の２％または１億円の

いずれか高い方の額以上の支払いを当社グループから受けた取引先をいう 

  ※３ 当社グループの主要な得意先とは、当社の連結売上高の２％の額以上の支払いを当社グルー

プに行っている得意先をいう 

  ※４ 当社グループの主要な借入先とは、当社の事業報告において主要な借入先として氏名または

名称が記載されている借入先をいう 

  ※５ 重要な者とは、取締役（社外取締役を除く）、監査役（社外監査役を除く）、執行役、執行役

員および本部長以上の者、またはこれらに準ずる役職者をいう 

 

以上 


